




















































































































第6常置委員会報告ー外国人研究者・
大学院留学生受入れに関する問題点と
改善の方策について一（要旨）

（平成 2年10月18日 第llO回総会承認）
外国人研究者・大学院留学生の受入れを促進するうえで，

言語，研究環境，外国人研究者の任用，大学院留学生の学

位，外国人研究者 ・大学院留学生の選考が問題になる 。

日本語能力は研究の対象とする学問分野や研究課題と の

関係か留意されねばならない。分野によ っては， 日本語能

力は日常生活に必要なもので足り，研究のためには英語の

能力が必須である。研究者の受入れに当たリ，その研究に

耐え得る日本語又は英語の能力を備えているかを十分に審

査してお〈ことか，研究を実りあるものとするために必要

である 。

貧弱な研究設備のまままた十分な研究費を持たないま

まで外国人研究者を受け入れる事は受け入れた外国人研究

者を失望させるだけでな〈， 日本人研究者の研究を阻害す

る。また劣悪な居住環境や，事務局等の対応組織の不備も，

外国人研究者の研究活動を妨げる 。国は，研究環境を整備

することに対して十分な予算措置を講すべきである。

我が国の大学における外国人研究者の任用は，その道か

開かれているとはいえ，まだ十分でない。外国人研究者の

任用に関して広く情報を提供する機関の設置，あるいは大

学等において外国人研究者を一定数受け入れる体制の確立

か望まれる。

大学院留学生の博士学位の取得は，帰国後の処遇と関係

して問題とな っている 。受入れ大学院において，博士学位

の取得促進につき一層の改善努力か払われることか期待さ

れる 。

外国人研究者の選考については，受入れ側か研究者の素

質をよ〈理解し，公正な基準によ って行うことか大切であ

る。大学院留学生については，素質の多様化と学生数の急

増に伴い多〈の問題か生じておリ，その選考方法に対し抜

本的改善か要望される 。

解剖学研究連絡委員会報告一日本における
解剖学の教育と研究（現状の考察と将来へ
の展望）一（要旨）

（平成2年 9月21日 第758回運営審議会承認）
自然科学の急速な発展に伴い，医学部 ・医科大学におけ

る教育 ・研究 ・診療のすべての分野に，大きな変化か生じ

た。すなわち研究手法の開発，研究機器の発達により，既

存の学問領域の進歩に加えて，新たな学問分野が分化し，

教育内容は多様化すると共に著しく増大した。さらに人口

の増加と高齢化，経済の成長など種々の社会的要因の変化

も複合されて，医学における教育と研究の重点と目標にも

変化が生じた。それらは，これまで医学の基礎を形成して

来た伝統的な講座に， とりわけ強い影響を与え，その在り

方について検討し，改善をはかる必要性を生じさせた。

本報告は，このような状況を踏まえ，我か国における解

剖学の教育と研究について，現状を考察し，今後の在り方

に関する指針をまとめたものである。報告では，解剖学の

定義と使命，医学教育と研究における解剖学，解剖学教室

の構成，解剖学者の養成，医学部他教室及び社会との関係

などの，現状と問題点について検討し，医学の変貌に対処

すべき改善の方途を明らかにするど共に，将来に向けての

展望か示唆された。

総会中の「特別委員会審議状況報告に
基づく意見交換」

今回総会の第 2日目 の午後には， 1時から4時間にわた
って 「特別委員会審議状況報告に基づく意見交換」か行わ

れた。従来この時間帯には，その時々 の学術上の重要課題

を取り上げて，会員による 「自由討議」か行われてきた。

今回は，これに代わリ，第14期も 2年余を経過し，余すと
ころ 9か月足らずとな ったこの機会に，今期の当初に決定

された第14期活動計画において， 「緊急に調査審議を行っ

て第14期中に適切な形で報告・提言を取りまとめるべき課
題」ごとに設置された各特別委員会から，今までの審議状

況を報告してもらい，それに基いて会員間の意見交換を行，

って，各特別委員会の今後の審議の参考に供することにし

たものである。

1 ます最初に，医療技術と社会に関する特別委員会の水
越治委員長 （第7部）から，同委員会における 「脳死をめ

ぐる問題」に関する審議の経過を取りまとめた 「中間まと

め」について報告かなされた後， 「日本人の国民性に根ざ

した死の概念との関わり」，「臓器移植を必要とする患者と

臓器提供者の需給関係の問題」．「死の認定基準のあり方」，

「前期の学術会議における脳死問題に関する審議状況との

関係」等について意見交換か行われた。

2 次に，農業 ・農村問題特別委員会の水間豊委員長（第

6部）から，同委員会か今後取りまとめることを予定して
いる 「農業・農村のもつ今日的意義と課題（仮題）」の概要

について報告かなされた後， 「他の先進諸国の農業との比

較の必要性」，「国内外の政治との関わり 」，「世界の食糧問

題に対する日本農業の果すべき役割」，「他産業を絡めた農

業 ・農村の振製策」等について意見交換が行われた。

3 最後に，人間活動と地球環境に関する特別委員会の吉

野正敏委員長 （第4部）から，同委員会か現在取りまとめ
を行っている 「人間活動と地球環境に関する日本学術会議

の見解（案）」について報告かなされた後， 「地球環境教育

の重要性」，「国際学術協力事業等国際的対応のあり方」，「医

学 ・保健問題と の関わり」，「地球環境保全と経済成長との

関係」，「南北問題との関わり」等について意見交換か行わ

れた。

第15期日本学術会議会員選出のための
登録学術団体の概況

本会議では，現在第15期 （平成 3年 7月22日～平成6年
7月21日）会員 （定員 210人）選出のための手続きか進め
られているか，先般6月末日を締切期限として， 学術研究
団体からの登録申請か受け付けられた。その後日本学術会

議会員推服管理会で審査か行われ，結果は次のとおりであ

った。

学術研究団体の登録申請の審査結果

952団体
登録団体数・・・・・・・・・・・・・・・・..915団体

※日本学術会議会員推臆管理会か登録した 915団体名は，
日本学術会議月報平成 2年12月号に掲載されるので，御
参照願いたい。

でお寄せ〈ださい。

〒106東京都港区六本木7-22-34
日本学術会議広報委員会 電話03(403)6291
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日本学術会議だより No.20 

公開講演会成功裡に開催さる

平成 3年 2月 日本学術会議広報委員会

``‘”‘ゞメ

日本学術会議は，例年どおり，平成 2年度においても， 主催の公開溝演会を 3回開催しました。今回の日本学術会議だより

では，その講派会に加えて，本会議の国際的活動や飯近公表された「委且会報告」などについてお知らせします。

.... -~5~..” ス̀ .̀“‘>ぐ｀........ ぷ ｀

平成2年度日本学術会議主催公開講演会

本会議は，本会議の会員か，学術の成果について広〈 rIi
民と語り合う機会として，時宜にかなったテーマを選定し

て，毎年，公開講演会を開催している。本年度は，次の 3
回の講演会を開催したが，いずれも成功裡に終了した。

I 公開講演会「高度技術と市民生活」
標記講演会は，去る平成 2年10月13日 （土） 13時30分～
17時に，兵庫県加束郡社町の社町福祉センターホールで，
約 250人の聴講者を得て開催された。各浪題と講師は，①
「高齢化社会と高度技術」原沢道芙（第 7部会員，東京迎
信病院院長），②「消費生活と刹度技術」正田中杉 （第2部
会員，上智大学教授），③「地域振輿と人間主；＃型i闊度技

術」竹内啓（第 3部会員，束京大学教授）であった。
II 
標記講派会は，去る平成 2年10月30日（火） 13時～17時
に，本会議講堂で，約330人の聴講者を得て開催された。
各演題と講師は，①「人間と環境」大島康行（第 4部会員，
早稲田大坪教授），②「エネルギーと環境」石井吉徳（第

5部会員，東京大学教授），③「エネルギーと経済問題」
則武保夫 （第3部会員，立正大学教授），④「エネルギー
とCO2対策」上之園親佐（第 5部会員，摂南大学教授）で
あった。

III 公開講演会「人間は21世紀を生きられるか」
標記講演会は，去る平成 3年 2月19日（火） 13時30分～
17時に， 4く会議講詣で約 200人の聴講者を得て1開催され
た。各浪題と講師は，①「科学 ・技術・政策」杉本大一郎

（第 4部会員，束京大学教授），②「科学と人間一生存の
ための条件づくり」下山瑛二（第 2部会員，大東文化大学
教授），③ 「人間の適応能力とリスク」土屋健三郎（第 7
部会員，産業医科大学長）であった。

いずれの講演会も，時期にあった，閾心の呼ぶ企画であ

ったため，外〈の聴講者か米場する盛会となり，また，各

講師の講浙後の質疑応答では，聴講者から活発な質問や窓

見の開陳がなされ，まさに市民との対話の感かあリ、極め

て有意義であった。
なお，これらの講柑［会については、後且 「H学灰柑」

として，（財）日本学術協力財団から出版される予出であ

る。

平成 2年度二国間学術交流事業

本会議では，二国間学術交流事業として，毎年 2つの代
表凶を外国に派逍し，各訪問国の科学者等と学術上の諸問

題について、意見交換を行って，相互理解の促進を図る事業

を行っている。

この単業は，昭和58年度から実施されており，これまで，
アメリカ、マレイシア，西ドイツ， インドネシア，スウェ

ーデン，タイ，フランス，大韓民国，連合王国、シンガボ

ール，チェ ッコスロヴァキア，ポーランド，カナダ，イタ

リア， スイス及びインドの16か国に代表団を派逍してき

平成 2年度には，①9月11日から22日まで、中華人民共
和固へ，渡辺格副会長以下 4名の会員等から成る代表団を，
② 9月17日か ら27日まで，オーストラリア及びニュー・ジ
ーランドヘ，大石泰彦副会長以下 5名の会員等から成る代
表団をそれぞれ派遣した。
中華人民共和国派遣代表団は，中国科学院，中国社会科

学院，中国医学科学院，北京大学，西安交通大学，復旦大
学など約20機関を訪問し，中華人民共和国の学術や今後の
交流の推進策などについて会談，意見交換を行った。中華

人民共和国側からは，すでに， 日本の多くの大学，研究機

関と交流を行っているか，さ らに交流を拡大したいとの期

待か表明され，両国間の今後のより積極的な交流 ・協力を

めぐって活発な意見の交換が行われた。

オーストラリア及びニュー・ジーランド派遣代表団は，

オーストラリアでは，オーストラリア科学アカデミー，オ

ーストラリア国立大学， シドニー大学，連邦科学・産業研

究機構など，ニュー・ジーランドでは，ニュー・ジーラン

ド王立協会，マッセイ大学，ヴィクトリア大学，科学技術

研究機構など，両国合わせて20を越える諸機関を訪問し，
それぞれの国の学術，今後の交流の可能性などについて，

会談，意見交換を行った。特に，両国では近年，国家，且l
民に実際に役立つ技術の発展を目指した科学技術の大きな

改革か進められており，これらの問題等について，熱心に

慈見の交換か行われた。
今回の成果は，代表団派遣時だけのものではなく，今後

のわが国の学術の国際交流 ・協力の進展に大きく役立つも

のと期待される 。
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平成 3年(1991年）度共同主催国際会議

本会議は，国際的な活活の一•環として，毎年， 日本で聞

催される学術関係国際会議を関係学術研究団体と共伺主催

して きている。平成 3年 (1991年）度には，次の 6件の国
際会議を開催する 。

■第21回国際農業経済学会議
開催期間 平成 3年 8月22日～29日
開催場所 京王プラザホテル（東京都新面[;{)

参加者数国外550人，国内950人，計1,500人
共催団体 日本農菜経済学会外4学会

■国際医用物理・生体工学会議（第16回［国際医用生体工学
会議 • 第 9 回国際医学物理会議 ）

開催期間平成 3年 7月7日～12日
開催楊所 国立京都困際会館 （京都市）

参加者数田外1,000人， ltl内1,500人，計2,500人
共催団体 （社）日本エム・イー学会， 日本伝学物理学

会

■国際純正 ．），む）ll化洋連合1991[iii際分析科学会議
開催期間平成 3年 8月25日～31日
開催瑞所• E:J本コンペンションセンター （千菜iIi)
参加者数国外500人、且［内1,000人，;ii・I, 500人
共催団体 （杜）且本分析化学会

■第22回国際シミュレーション ＆ゲー ミング学会総会
開催期間 平成 3年 7月15日～19日
開催揚所 立命館大学，国立京都固際会館 （京都市）

参加者数国外170人，国内300人，計470人
共催団体 日本シミュレーンョン ＆ゲーミング学会

■一般相対論に関する第 6回マーセルグロスマン会議
開催期間平成 3年6月23日～29日
開催場所 国立京都国際会飩（京都市）

参加者数 [t]外380人，［El内170人、；廿550人
共催団体 （社）日本物理学会

■第22回国際動物行動学会議
開催期間平成 3年8月22日～29日
開催場所 大谷大学（京都市）

参加者数 国外400人，国内400人，計800人
共1it 1•l1休 H本動物行動ら'f:会

経営学研究連絡委員会報告ー経営学
教育改善のために一 （要旨）

げ 成2年11月26日 第763回辿営審譲会承認）
企梨環境の激変就中技術革新，i翡度梢報化，国際化等

々の急進展に伴って，経裳学教脊は，大き〈見直され，カ・

つ新たな体系化と一9曾の内容の充実の必要性に辿られてい
る。すなわち，学術的分野の広かリ ，国際化や情報化の急

進展は，経営学の外延的拡大を要訥し， また経営管埋の高

度化，複雑化および戦略的祝．点の爪要11tJt；'l}JIIは，斯学の多
血的な内容の充実強化を要求している 。本報告は，かかる

状況下において経営浮教育の現状分析を行し、，かつ(1)教脊

体系 （とくにカリキュラム ）の再編成と(2)教ff方式の新た

な在リ方を探り， もって経酋学に対する社会的ニー ズヘの

即応と経営学教育の総合的な体系化への試みを展開したも

のである 。と〈に教脊する側， される側i山jihiでの人材脊I成

を強〈念頭に滋いて経営'.!}＇：教脊改善の）i途をi]・；すとともに，

大学院教脊へのつなか＇）を息識しなから将米への展望をホ

唆しようとしたも のである 。

統計学研究連絡委員会報告一統計学研究
教育体制の整備のための具体的方策につ
いて（要旨）

（平成 2年12月21日 第764回運営審議会承認）
現今，瓶度情報化の進展によ る情報査源の多激な蓄積に

ともない，統計的情報処理を適切に行える人材に対する社

会的術要か苔し〈出jまっている。 現在米国では60を超える
人学に統計学科か存在するのに対し，我が国では統計学関

辿の大学院，y．攻はただ一つあるのみである。最近の学術研

究における，調ft,‘尖験，観測等の活動の急速な増大を考

慮するとき，データ有効利用の学としての統計学の研究教

宥体制の不備は，我か国の学術研究の将来に対し，国際的

に見て消し〈不利な状況を生み出しつつある。

本報告では，統計学を一つの専門分野として狭〈把える

従米の名え方を迎け，本米学際的な性格を持つ統計学研究

の火態に1!|Jして，諸科学との関連をより菫視する統計科学

の概念を確立し，広範なl州連分野の研究者の協力により統
計科’:f研究所あるいはが攻等を設立する ことの推進を提案

する 。この｛応粂を具体化することによリ，国際的に見ても

先進的な統計学研究教脊体制を実現することが可能になる

ものと期待される。

実験動物研究連絡委員会報告ー動物
実験を支援する人材育成について一
（要旨）

（平成 2年12月21日 第764回運営審議会承認）
医学、生物学領域において，動物を用いた実験研究が先

入q的な形で寄与し，社会に貢献してきたことの意義は大き

い。 遺伝子 ・分子 ・細胞の各レペルにおける研究成果を総

合し て個体の生物機能 • 生理現像を理解し，病的現象に適

確な対応を計るために，個体レベルの研究，すわわち，動

物尖験による研究の必要性はますます増加し，多種頸かつ

高品質の動物が精細な計画 ・技術のもとで実験に供される

ようになった。以上の観点から動物実験を取り囲む現状を

詳し〈検討し た結果，動物実験の高度化・多様化に対応で

きる，専門的知識と技術を習得した技術者の数が著し〈不

足していることを強く認識するに至った。

本報告は，このような現状に対する改善の方向を明らか

にするとともに、パイオサイエンス研究支援体制を一層整

備するための方策として，特に動物実験技術者の教育機関

の設立を 中心に，技術の審査 ・認定制度の確立，技術者の

採用制度の検討，身分 ・処遇保障等についての将来展望を

が唆するものである。

日学双書の刊行案内

日本学術会議主催公開講浙会の記録をもとに紺梨された

次の H学双紺・か刊行されました。

・日学双因No10「〈 らしと学問の近未来」
〔定価〕 1,000円 （消牝税込み，送料210円）

※問い合わせ先：
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（財）日本学術t/,JJカ財団(〒106束京都沿区西麻布3-24
-2,交通安全教育センター ピル内，TEL03-3403-9788) 

御，む見 • お問い合わせ等かあリましたら、下記ま

でお寄せ〈ださ し‘。

〒106東京都沿区六本木7-22-34

日本学術会議広報委貝会 電話03(3403)6291

日本学術会議だより Ko.21 

第14期最後の総会終わる

平成 3年 6月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議は，去る 5月29日から31日まで第 111回総会を開催 しました。今回の日本学術会議だよりでは，その総会

で採択された勧告を中心に，同総会の議事内容等についてお知らせします。

日本学術会議第111回総会報告

日本学術会議第 111 回総会 （第 14期•第 7 回 ）は，平成

3年 5月29日～31日の 3日間開催された。

総会冒頭に逝去された大谷茂盛，石原智男両会員の冥福

を祈り黙祠を捧げた。会長からの経過報告の後各部・各委

員会の報告があった。続いて規則の一部改正 1件，国際対

応委員会の設立等運営内規の改正 1件，申し合わせ2件，勧

告 1件，要望 1件，対外報告等 3件，計 9議案の提案があ

った。これらの議案については，同日午後の各部会での審

議を経て，第 2日目の午前に採決された。

なお，総会前日の午前には連合部会を開催し，これらの

議案の説明，質疑を行った。また，総会に平行し，第 1日

目の夕方には第 771回運営審議会が開催されて，これら議

案についての各部の審議状況が報告された。

第2日目の午後は， 「ポスト湾岸をめぐる諸問題」につ

いて自由討議が行われた。

第3日目の午前には各特別委員会が，午後には各常置委

員会が開催された。

今回の総会では， 「大学等における人文・社会科学系の

研究基盤の整備について（勧告）」と「公文書館の拡充と

公文書等の保存利用体制の確立について（要望）」が採択

され，同日 (30日）午後，内閣総理大臣に提出され，関係

各省に送付された。

日本学術会議としての国際対応組織の問題は，前期から

の懸案事項であったが，今期においてもこの問題は新たに

増幅され，国際対応委員会を当分の間設立することが決ま

り，それに伴い運営内規の一部を改正することとなった。

対外報告としては， 「人間活動 と地球環境に関する日本

学術会議の見解」を〔人間活動と 地球環境に関する特別委

員会〕が，『「医療技術と社会に関する特別委員会報告＿脳

死をめぐる問題に関するま とめ一」についてJを〔医療技

術と社会に関する特別委員会〕がまとめ採択された。また，

会長提案のパイオテクノロジ一国際科学委員会及び国際微

生物学連合への加盟も採択された。

「ポスト湾岸をめぐる諸問題」についての自由討議は，

大石泰彦副会長の司会で，はじめに話題提供として第 2部

の西原道雄部長，第 2常置委員会の星野安三郎委員長，平

和及び国際摩擦に関する特別委員会の川田 侃委員長がそ

れぞれ部 ・委員会の審議状況を報告した。それに基づき，

会員間での意見交換が行われた。

大学等における人文・社会科学系
の研究基盤の整備について（勧告）

国家・社会の健全な発展は，人文 ・社会科学と自然科学

のパランスのとれた学術研究の成果が常にその土壌となっ

ている。ところが，戦後の我が国では， 自然科学の急速な

進展に比して，人文 ・社会科学がそれに対応できない状況

にある。それは，大学等における人文 ・社会科学系の研究

基盤が整備されないまま放置されていたことに起因する。

その上，これからの我が国は，国内的には広く生涯教育を

推進し，国際的には各国との研究交流や留学生の受け入れ

などを一層積極的に行うことを要請されている。すでに日

本学術会議は，第13期において「大学等における学術予算

の増額について（要望）」などを要望しており，これを踏

まえて第14期では， さきに，主として自然科学系の「大学

等における学術研究の推進について一研究設備等の高度化

に関する緊急提言ー（勧告）」の勧告をした。それに続いて，

ここに人文 ・社会科学系の大学等における研究基盤を早急

に改善し，整備するよう勧告する。

まず，人文・社会科学系の研究碁盤を改善し，整備する

ためには，研究に関わる人的構成の強化を必要とする。し

たがって，なによりも研究者の増員が必要であり ，それに

関連して，特に若手研究者の養成と研究補助者の増員が求

められる。今日，人文 ・社会科学も自然科学と同様に，研

究分野が細分化されるとともに総合化も図られ，それに応

じて新しい分野が開発され，それぞれの分野において総合

的かつ多面的な研究方法が採られるようになったからであ

る。

また，国内外でのフィールド ・ワーク等の研究調査や外

国人研究者の招へいなどがより 活発に行われるためには，

研究費の大幅な増額を必要と する 。なお， 国公立大学等に

おける研究我の実験系と非実験系による区分は適正な基準

により是正する必要があ る。

さらに，人文 ・社会科学系の研究基盤の整備には，図書

や資料の収集 ・保管など学術情報の充実が要求される。そ

れを充たすには，それぞれの研究室における情報処理機器

を整備・充実するとともに，図書館・情報センターな どの

学術情報機関の拡充を図るべきであ る。その際，情報処理

機器の賭入と維持のために相対的に図習賤入に当て る費用

が圧迫されてはならず，図書費全体についても特段の増額

か必要である。
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以上のように人文・社会科学の人的・物的な研究基槃の

速やかな整備力＼国公私立大学のみならず，すべての研究

機関において今日切実に要望されている。なお，大学等に

おける研究基盤の整備に役立つ民間からの寄付等の援助に

は，それに対する包括的かつ柔軟な免税措置等が講じられ

るよう配慮すべきである。

公文書館の拡充と公文書等の保存利用

体制の確立について（要望）〔要旨〕

わか国の公文書等の保存体制は，公文書館法か公布・施

行されて大き〈前進したか，その体制はなお国際的にみて

大き〈立ち遅れた状況にある。公文書等はきわめて重要な

学術情報であり，かつ，国民共有の文化的 ・歴史的資産と

して貴重であることから，その保存 • 利用体制を確立する

ために以下の措置を早急に講じられるよう要望する。

1.国立公文書館の拡充とその権限の強化

現在の国立公文書館はその設備・人員等がきわめて貧弱

であり，また，権限が著し〈弱小である。国の公文書等の

保存利用体制の確立のために，まず国立公文書館の権限を

強化し，その設備 ・人員を大幅に拡充整備する必要がある。

2.地域文書館の設立・整備のための国の支援の強化

公文書館法の公布以後，地方公共団体において公文書館

を設立する動きかあるが，まだ，その動きは限られている。

設立を促進し機能を強化するために，国の財政的援助を拡

充すると共に， 地方公共団体の自主性を尊直しつつ国の技

術的な指導 ・助言を強化する必要がある。あわせて，公文

書等の保存に関して，文書館の権限を強化する必要かある。

3.公文書館専門職員養成制度と資料学・文書館学研究体

制の整備

公文書館専門職員の養成 ・確保は緊急な課題であり，わ

が国にふさわしい専門職養成制度を早急に確立すべきであ

る。この確立のためには，資料学 ・文書館学の研究者を確

保し研究を推進するための体制を整備する必要かある。

4.公文書館法の整備

以上のような措置を講じる上で，現在の公文書館法は，

公文書館の設置義務とその権限，専門職員の資格と地位，

地域文書館への国の支援などについて不十分な点か多〈み

られるので，これを早急に整備して，公文書等の保存利用

体制の確立を推進する必要がある。

人間活動と地球環境に関する日本学

術会議の見解〔要旨〕

日本学術会議は，人間活動と地球環埃に関する問題に強

い関心を持ち，特別委員会や多数の研究連絡委員会におい

て学術情報を集め，問題を総括し，研究体制の検討等を行

ってきた。これらを基礎として見解を表明する。

日本はその自然環境の多様性や，近年の人間活動の急速

な進展により環境問題に対して厳しい見方が必要である。

この関連の研究は従来必ずしも十分ではなかった。国際協

カの下に多岐にわた る学問分野がこれまでの枠を拡大し，

多分野の学協会か融合化して活動し，新しい分野の研究活

動の強力な推進を図るぺきである。また，地球環境問題は

グローバルな問題であるか，個々の人間の対応から出発す

る問題でもあるから教育や啓蒙活動か急務である。

わか国では多数の省庁か研究を行っているか，相互関係

や全体を見渡した有機的 ・体系的な研究推進政策か必要で

ある。日本学術会議はこれらのための助言，連絡，調整等

にその組織と能力を生かして活動し努力する。

医療技術と社会に関する特別委員会報告

一脳死をめぐる問題に関するまとめ一

医療技術は不断に進歩するが，その進歩が著しければ著

しい程，医療技術と人々のものの考え方や社会的な習慣と

の間に調和を欠く状況が生じている。脳死の取扱をめぐる

問題はその一つである。今期の本特別委員会では「脳死は

人の死か」についての直接的な審議は保留し， 「もし脳死

をもって人の死とすると ，あるいは臓器移植を視点にいれ

ると ，何が問題になり ，それを如何に考えるか」などにつ

いて論議した。本報告はその結果を整理したものである。

（原文のまま、以下項目のみ）

1 脳死患者の医療上の取扱

2 意思の個別的確認について

3 死亡時刻の考え方に関して

4 医療提供側の問題点

5 医療費の取扱について

日本の学術研究環境ー研究者の意識調

査から 一 （第3常置委員会）刊行され
る

第3常置委員会は，第13期の「学術研究動向」調査を踏

まえ，21世紀に向けて我が国の学術研究の中心的存在とし

て活躍を期待される30歳代から40歳代の若手研究者 （約20

00人）を対照に，学術研究の基礎となる「研究環境」につ

いてのアンケート調査（調査事項は，大別して「学術研究

の組織 ・体制，研究者の養成 ・確保と国際化， 研究費の調

達 ・運用と研究設備、情報の収集 ・保存）を行い，その結

果を基礎に報告書を作成した。なお， 本書は日学資料とし

て刊行している。

日本学術会議主催公開講演会「日本の

学術研究環境は21世紀に対応できるか
開催される

「日本の学術研究環境」の刊行を記念し，平成3年6月

6日（木） 13時30分～17時00分に日本学術会議講堂におい

て開催された。近藤会長の開会のあいさつの後，澤登第 2

部会貝の司会により ，①「日本の学術研究環境ー研究者の

意識調査から一」 （森第 7部会員） ②純粋基礎研究は大学

しかやらない（有馬第 4部会員） ③私立大学の立場から

（松本第 2部会員） ④「産業の立場から」 （内田第5部会

員）の講演の後，総合討論を経て，渡邊第 7部会員（第 3

常置委員会委員長）の閉会のあいさつをもって盛況のうち

に終了した。なお，本公開講演会の内容は，追って日学双

書で刊行する予定である。

乎成 3年 1月以降，委員会等別の
対外報告

部 1件 特別委員会 4件

常置委員会 1件 研究連絡委員会23件

御意見 • お 問い合わせ等がありましたら ， 下記ま

でお寄せ〈ださい。

〒106束京都港区六本木 7-22-34 
日本学術会議広報委員会 電話03(3403)6291
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日本環境変異原学会会則

第1条本会は日本閃境変異原学会(TheEnvi-

ronmental Mutagen Society of 

Japan)と称する。

第2条本会は人間印境における突然変異原， と

くに公衆の健康に煎大な関係を有する突

然変異原の研究を推進することを目的と

する。

第3条 本会の会員は，正会員，学生会員および

賛助会員とする。正会員は本会の趣旨に

焚同し，環境変異原の研究に必要な知識

と経験を有し，定められた会費を納入し

た者とする。学生会員は，大学，または

大学院に在籍し，毎年所定の手続を経て，

定められた会費を納入した者とする。賛

助会員はこの学会の事業を後援し、定め

られた会費を納入した個人または法人と

する。

第4条本会に入会を希望するものは， 1名以上

の評議員の推せん書とともに所定の申込

書に記入の上，木会事務所に申込むもの

とする。

第5条 会員は毎年会費を納入しなければならな

い。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議し総会において定める。

第6条 本会はその目的を達成するために次の素

業を行う。

1.年 1回大会を開催し，学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う。

2.奨励賞を設け，環境変異原の分野で

すぐれた研究を行い，将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を

特価で購入配付する。

4.国際環境変異原学会連合に加入し，

国際協力に必要な活動を行う。

5.その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条 本会に次のとおり役員および評議員を慌

く。
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会 長 1名庶 務幹事 1名

会計幹事 1名 国際交流幹事 1名

編集幹事 1名会計監査 2名

および評議員若干名。

評議員は正会員の投票により選ぷ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹事，会計幹事、国際交流幹事，編

集幹事および会計監査は会長が委啜する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若干名を指名し総会の承諾を得て、 評

議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は2年とする。

役員が同じ任務に引続いて就任する楊合

には2期をもって限度とする。

第8条 評議員会は会員を代表し、事業計画，経

費の収支予算決算およびその他の＿重要

事項について審議する。

第9条本会は年1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定，予算・ 決

算の承認その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をもって構成する。

会長は執行機関の長となり，また本会を

代表する。

第11条 本会の事務は暦年による。

第12条本会に名営会員をおく。

附 記

1.本会則は平成2年 1月1日より施行するっ

2.本会は事務所を

符岡県三息市谷田1,111番地に院く。

3.正会員学生会員および焚助会員の会桜

は，それぞれ年額5,(XJJ円、3,0CJJ円およ

び 1ロ20,0:刃円とすろ。

ただし、 Mutation Research誌の特別

巻の配付を希望するものは、会費の他に

別途定める購読料を本会へ前納するもの

とする。



日本環境変異原学会乎成2年～3年度役員名簿 日本環境変異原学会平成2年～3年度評議員名簿
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北里研究所

徳島大学医学部

東京薬科大学

武田薬品工業蛉研究開発本部

東京大学医科学研究所

麻布大学生物科学総合研究所

近畿大学原子力研究所

京都大学放射線生物研究センクー

国立遺伝学研究所

富山県衛生研究所

勅食品薬品安全センター秦野研究所

第一製薬約中央研究所

東京慈恵会医科大学

勅残留農薬研究所

国立遺伝学研究所

国立衛生試験所

福岡県衛生公害センター

国立がんセンクー研究所

同志社大学工学部

国立衛生試験所

岡山大学薬学部

国立公衆衛生院

東京大学医科学研究所

慶応義塾大学医学部

三菱化成工業蛉総合研究所

国立がんセンクー研究所
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日本環境変異原学会入会申込 書
A 子 学 部 学部学校名 卒業年次 年

平成年月日
歴 大学院 諜程学校名 修了年次 年

日本環境変異原学会長 殿 母チ 位 取得年 年

貴学会に入会いたしたく評議員の推應を添えて申し込みます。 研究領域 （下記にあてはまる項の 2, 3を0て囲んてください）

1.変異原 2.検出系 3.毒 性 4.発生異常 5. 汚 染

フ リ ガナ
6. 疫 学 ←I. 追‘'h 伝 8. 力＜ ん 9.微生物 10. 高等動物

氏 名 R 
11.高等植物 12. 食 品 13. 気体 ・扮じん 14．医薬品 15. 農 薬

ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 I 男 女
16. 代 謝 17. 分子機構 18. そ の他（ ） 

研 究 歴（現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

（和）

所属機関

部局

（英）
職名

〒 電話 内線（ ) FAX 
加入学会名 （本学会以外の）

（和）

所属機関

所在地
（英）

推薦者 （日本環境変異原学会評議員）

T 電話 内線（ ) FAX 氏名（署名） R 

自宅 （和）

住所
入会申込者との関係（数行ご記入ください）

（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅

入会申込害の送付先：〒105東京都港区新橋 5-23-7

三造写真工業株式会社内 学会事務局



住所・所属等変更届

平成年月日

日本環境変異原学会

布務局 御中

下記変更がありましたのでお届け致します。

フ リ ガナ

氏 名 R 

旧 所 屈

（和）
新

所属機関

部局
（英）

暁名

〒 電話 内線 （ ) FAX 

新 （和）

所属機関

所在地
（英）

T 電話 内線（ ) FAX 

新
（和）

自 宅

住 所
（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ② 自 宅

送付先 ：〒105東京都港区新橋 5-23-7

三造写真工業株式会社内 学会事務局
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